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はじめに

1990年代半ば以降の中国の急速な経済発展などを背景として、日本国内に
おいて中国語を学習する人口が急増している。大学教育の場においても第二外
国語として中国語を選択する学生が急増しており、一種の「中国語ブーム」、

「中国語の大衆化」が起きているというのが今日の中国語をめぐる現象である
といえる。しかしわずか10数年あまりという極めて短期間での中国語の大衆
化は、様々な問題を発生させている。大学教育も例外ではなく、授業内容が教
員の資質に大きく左右されたり、学生が中国語教育に求める内容とのミスマッ
チなどが発生したり、中国語教育の大衆化に伴うひずみとも言うべき現象が
縷々見られるのである。
その原因はさまざまであるが、中国語教員の中には、中国語教育にかける時

間が少なく、その時間制限によるものという認識が根強く存在する1。しかし、
大学教育における中国語の位置づけを考えた場合、中国語や中国研究を専門と
する学部・学科以外の場において、中国語の授業時間を増やすことはたやすい
ことではない。大学のカリキュラム全体において、中国語教育のみの時間数を
増加させることは至難の業であるからだ。そのため今日の大学教育における中
国語の改善策を考える場合、現状の限られた授業時間で何ができるかを考える
のが得策である。
以上の問題を考えるにあたり、本稿では、まず中国語教育に対する学生のニー

ズがどのあたりにあるのかを、今日の国際社会における中国の位置づけ、それ
に対する日本社会の対応を分析することによって明らかにしていきたい。次に
明らかにした学生のニーズを踏まえ、今日の大学教育における中国語教育のあ
るべき姿を考察していきたい。

第二外国語としての中国語教育について
─ その課題と方向性

陳　激
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一、急成長する中国と中国語

日本国内において中国語が注目されるようになった最大の原因は、言うまで
もなく近年の中国の急速な経済成長にある。中国の経済成長率は、2003年以
降二桁成長を続けており、2008年の四川大地震、およびリーマンショックに
よる一時的停滞を見せたものの、2010年には三年振りに二桁成長に回復する
と同時に、国内総生産（GDP）で日本をぬき、世界第2位となった。今日の中
国は世界有数の経済大国へと成長したといえるのである（図表１参照）。
中国の国際収支は1996年以降、大幅な黒字を維持しつづけてきた。2006年

には、2,328億ドルとなり、日本の1704.4ドルを抜き、ピークの2008年には4,124
億ドルまで達した（図表2参照）。10年前、中国は20カ国・地域（G20）のど
の国にとっても最大貿易相手国ではなかった。しかし現在では、6カ国、即ち
日本、オーストラリア、韓国、インド、ロシア、南アフリカ共和国の最大の貿
易相手国である2。他方で、日本の輸出入総額に占める中国のシェアは2001年
からの11.8％から2010年には20.7%にまで増大しており、2007年には中国は
278,745億円の対日輸出入総額で米国の252,449億円を抜き、日本の最大の貿
易国となった（図表3参照）。
中国の改革開放政策が軌道に乗り始めた1980年代半ば以降、日本からの対

中投資ブームが何度か起き、それが中国の経済成長の大きな原動力となったこ
とはよく知られている。そのブームを簡単に整理すると次のようになる。第一
次投資ブームは、円高が進展した1985年～87年頃で、中国の安価な労働力を
求め、繊維、食品加工などの軽工業を中心とする日本企業が、日本に比較的に
近い遼寧省大連市などを中心に進出した時期である。第二次投資ブームは、
1991年から1995年にかけての時期であり、電気・電子産業や機械産業といっ
た日本企業が生産拠点を中国にシフトし始めた時期である。この時期は、主に
上海を中心とした長江デルタ地域及び広東省を中心とした珠江デルタ地域まで
日本企業は進出した。第三次投資ブームは、2000年から2005年の時期であり、
この間の2001年に中国は世界貿易機関（WTO）への加盟を果たしている。こ
の時期の大きな特徴は、日本企業が中国市場での販売やサービスを目的として
進出する、あるいは中国に開発・研究拠点を持つことを目的とした進出が著し
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かったこと、さらには進出地域が北京市や天津市を中心とした環渤海地域に拡
大したことである。第4次ブームは2008年9月のリーマンショック以降今日も
続いている。世界経済成長の牽引車となった中国は、もはや単なる生産拠点と
してではなく、世界最大の消費大国としての地位を確立しつつある。そのため
第四次ブームにおいては、中国の消費を取り込むための小売り・流通企業の進
出も相次いでいるのが大きな特徴である。
以上にみてきたように、今日の日本にとって中国は重要な隣国であり、リー

マンショック以降、日本国内市場が伸び悩む中で、日本企業はGDPが日本を
上回る世界第二位となった中国経済の活力をいかに取り込み、自らの成長戦略
を描いていくかが求められているのである。
この結果、日本企業、とりわけ近年中国進出が著しく、高い中国語によるコ

ミュニケーション能力が求められる販売やサービス業に関しては、中国語が堪
能で中国事情にも詳しい人材が求められるようになった。そしてこうした中国
に関するエキスパートは、中国現地のみならず、本社所在地である日本におい
ても求められているというのが今日の状況である。
例えば、中国語を話すことのできる求人に関して見てみると、「Daijob  China」

などの求人サイドにおける仕事情報の１ヶ月平均件数も、2003年の30件から、
2006年の240件まで増加している。なかでも販売・サービス業を中心にして中
国語を話せる人材の求人が急増していると報道されている3。
求人内容は、即戦力として中国語ができる人材を必要としているものから、

長期的視野に立ち、将来中国語が今以上に必要になることを見越して､ 中国語
ができる人材を獲得しようとする企業も出てきているなど様々である｡ ダイジョ
ブの調査によると、求められている中国語能力について、61％の企業がビジネ
スレベルと記入している。中国語におけるビジネスレベルの定義を確認してみ
ると、ビジネス中国語検定試験は5級からスタートしており､ 5級の等級評価
基準は、「かなり流暢で、適切に中国語を用いてビジネスに従事することがで
きる」ことで4、即ち中国語によるコミュニケーション能力が求められている。
また、コマツや伊藤忠商事など、中国語研修に注力する日本企業も増えてい

る（図表4参照）。例えば、建設機械大手のコマツは、2010年4月に入社した
新入社員190人に対し、語学研修を、従来の英語から中国語に切り替えた。
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2010年3月期に、中国事業の売上高が2,445億円となり、国別では日本を抜い
て最大規模となり、売上全体の19％を占めるまでになったことを考えると、
中国語への研修言語の転換は当然の成り行きであったといえる。
さらに、中国の経済大国化、日本の対中直接投資の変質と中国語コミュニケー

ション能力の需要急増といった事態が進行している今日、中国語を自らのキャ
リアアップの手段として積極的に活用していこうとする大学生も急増している。
すでに述べたように、企業の側も中国語のコミュニケーション能力を重視して
きていることから、大学生にとって中国語能力は大きな武器となるのである。ま
た今日就職活動に取り組む大学生は、1990年前後に生まれた世代であり、文化
大革命や天安門事件といった中国におけるイデオロギーに端を発する出来事に
関する同時代的記憶がほぼなく、中国が急速に経済大国に成長していくことを
目の当たりにした世代でもある。そのため彼らは、共産主義国家中国に対する
偏見が少なく、このことが彼らの中国語に取り組むにあたっての抵抗を少なく
しているものと考えられる。いずれにしてもここで確認しておきたいことは、今
日の日本における中国語需要の高さは、主として中国語によるコミュニケーショ
ン能力をマスターする意欲によって支えられていることである。

二、中国語教育の方向性

前節で述べたように、中国語や中国を研究対象としていく一部の学生を除き、
今日中国語を履修する大部分の大学生が中国語に求めるものは、キャリアアッ
プの手段としての中国語によるコミュニケーション能力である。さらに中国語
は大学のカリキュラムの一部であり、過度に時間をかけられないという状況を
考慮した場合の理想的中国語教育方法を、次のように考えていきたい。
第一に、教育目標についてであるが、次に述べるような「4つの要素」をバ

ランスよく取り入れ、「4つの技能」をコーチングし、学生のコミュニケーショ
ン能力を育成することである。他の外国語の習得と同じく、中国語も「聞く」、「話
す」、「読む」、「書く」という4つの分野に分類することができる。この「4つ
の技能」を支えているのは中国語の「発音」、「語彙」、「文法」と中国に関する

「知識」という4つの要素である。またコミュニケーションを成立させるため
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には、さらに以下の4つの能力を養うことが必要になる。
１、文法能力：発音、語彙なども含み、文法的に正しい文を用いる能力。
２、�談話能力：意味のある談話や文脈を理解し、まとまった意味を構成する

能力。
３、社会言語能力：状況に応じて、言語を使い分ける能力。
４、方略的能力：コミュニケーションの目的達成のための対処能力。

第二に、教育方法に関するものであるが、まず教授法流派（以下教授法と略
す）について考察してみる。刘珣によれば、外国語の教授法とは、一定の理論
の下で教育実践を通して徐々に形成され、理論基礎、教授目標、教授原則、教
授内容、教授過程、教授形式、教授方法及びテクニック、教授手段、教員と学
生の役割と強化方法などを含めた教授法体系である。代表的な教授法は、それ
ぞれの特徴によって、認知派、経験派、人本派、功能派と分類することができ
る（図表5参照）。15種にも及ぶ教授方法は、それぞれが形成されていく過程で、
それなりに必然性と合理性があった。また、それぞれの教授法の間には、対立・
排除的関係が存在しながら、継承的･発展的関係もあった5。例えば、文法訳
読法は、「読む」と「書く」ことを重視し、教師は母語を使っていて文法･語
形変化を説明し、文献解読と辞書を用いて母語への翻訳練習などが中心的であ
ることから、翻訳家の育成などには向いている。一方、文法訳読法への反動か
らはじまった直接法は、「聞く」と「話す」ことを重視し、母語を一切使わず、
語彙は絵や実物などを使って教え、文法は「読む」ことを通して帰納的に理解
させる。過去の教授法を継承し発展させた結果として生まれた認知法は、文法
訳読法と同様に読み書きと文法を重視する一面がある一方、オーディオ･リン
ガル･メソッド、即ちALM法のように音声面の指導の重要さも認めている。
しかし、オーディオ･ビジュアル･メソッド、即ちAVM法のような視覚によ
る感知行為への配慮はなかった。
現在最も注目されているのは、コミュニカティブ・アプローチ（CA法）で

あるが、コミュニケーション能力の獲得を目標とし、意味と機能を重視するも
のである。発音に関しては、ALM法と異なり、正確さよりも流暢さを目指し
ており、母語話者に理解可能な程度に留まっている。特徴としては、タスクを
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中心とした活動を行うことで、タスクでは複数の学習者の間に、情報の格差が
ないと成立しない一面もある。また、認知法と同様に学習者の役割が中心的に
なるが、ペアワーク、ロールプレイなどの練習方法を持ち言っており、教師の
役割が限定される。
即ち、どの教授法にしても、教育の目的と内容によって、メリットとデメリッ

トがあり、一つ完璧な教授法はない。そのため、4つの要素の特徴に応じて、
多様な教授法を併行して使うべきだと考える。例えば、中国語の関門である発
音教育の段階では、「聴く」と「話す」ことを重視するALM法か直接法を使
用するが、語彙・文法教育では文法訳読法やCA法を併行して用いるなどである。
教授法を選ぶ際、学生の学習環境への考慮も必要である。現在日本の大学で

の中国語学習者は、中国に留学している日本人の中国語学習者と異なり、教室
を出たら殆どの学生は中国語と接触するチャンスがなく、常に日本語を使用す
る。もしそこで、中国と同じく母語の使用を一切認めない直接法を用いた場合、
中国と同じような効果を得られる可能性は低い。2010年、立命館アジア太平
洋大学（以下APUと略す）は、中国の復旦大学の外国人向けの中国語教育を
参考に、文法訳読法などの教授法を一切なくし、直接法を導入した。その結果、
直接法に対し、APUの一部の外国人留学生は非常に歓迎しているものの、日
本人学生は「不安とストレスで不満や苦情を訴え」、「途中でドロップアウトす
る」人もいた6。それは、慣れない日本人学生のエネルギーは、言語そのもの
の習得に使う前に、新しい教授法の理解と習得に費やされてしまったからだ。
さらに、直接法の導入に関しては、発音教育に限って、学生の年齢への考慮も
必要である。日本では大学生の年齢は18歳以上であり、幼児のように発音を
自然にマスターする段階は過ぎてしまっている。そのため、発音の正確さを目
指す場合、直接法よりも多少の母語の使用を認めるALM法がより適切だと考
える。
次に、教授方法･テクニックについてみていきたい。
補助手段も含めた教授方法・テクニックは、発音や語彙教育などの要素に応

じて選択するほか、たとえ同じ文法教育のなかでも、文法項目によってより適
切な教授方法・テクニックを用いるべきである。具体的には、教授方法には、
問題提起法、演技法、比較法、文型転換法、文法帰納法、定期総結法があるが、



12

テクニックには、①文型展示解釈、②特殊記号使用、③文型比較分析、④総合
比較、⑤語彙比較、⑥関連詞比較、⑦場面設定、⑧複文構造分析などがあげら
れる7。
中国語をはじめとする語学の教授は、中国語の知識を教授するのが目的では

なく、中国語という技能を使う方法を教授するのであるといえる。そのため、
教師の説明時間よりも大幅な練習時間を設けるべきだと考える。これについて、
外国人向けの中国語教育の歴史が最も長い中国では、講義時間と練習時間の比
率は最低でも1：5が妥当だとの指摘があった8。ただし、長時間の練習で学生
が退屈になりがちなので、練習方法と形式について工夫する必要がある。例え
ば、ピンインの発音を練習する際、最も効果的な機械的な練習法は単調である
が、模倣に限らず、繰り返しや聞き取りなどの形式に代えたりするのも一つの
方法である。さらに、中国語に関する知識として、考え方、価値観、文化、歴
史、経済などの関する知識の教授があげられるが、効率よく中国語を習得する
ための近道を学生に伝えるのも教師の義務である。
最後に、教師の学生に対する姿勢であるが、アイデンティティやヒエラルキー

の影響で、日本人の学生はコミュニケーションでの主張も控えめで、教師から
学生に向けての一方通行の発信が多い。そこで、学生の名前を覚えることや、
授業中教壇に立って講義するのではなく、学生の列に入り込んで一緒に発音･
文法練習するなど、学生との距離を縮める努力が必要だと思う。
　　　　　　　　　　　　

終わりに

　本稿では急成長する中国経済とそれに伴って増大する日中間のコミュニケー
ションの機会の急増という状況下で、第二外国語としての中国語教育に今日何
が求められているのかという問題、および多様な中国語教育方法の中で日本の
大学における効果的な教育方法のあり方に関する考察を行ってきた。中国語教
授方法の多くが授業という実践的な場で形成されてきたことを考えると、現実
の導入事例の検討が不可欠である。今回紹介したような中国語教授方法が実際
にはどのように機能しているのかといった問題について、今後検討を加えてい
くことにしたい。
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